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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等
　

回次 第57期　　　　　　　　　　　　
第１四半期連結累計(会計)期間 第56期

会計期間 自　平成20年４月１日　　　　　
至　平成20年６月30日

自　平成19年４月１日　　　　　
至　平成20年３月31日

売上高 (千円) 8,978,117 34,346,309
経常利益 (千円) 953,748 2,802,551
四半期(当期)純利益 (千円) 363,017 1,687,853
純資産額 (千円) 43,775,059 43,085,365
総資産額 (千円) 69,341,039 68,071,000
１株当たり純資産額 (円) 811.51 799.06
１株当たり四半期 
(当期)純利益 (円) 7.17 33.21

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益

(円) 7.00 32.41

自己資本比率 (％) 59.2 59.4
営業活動による 
キャッシュ・フロー (千円) 1,027,854 3,872,333

投資活動による 
キャッシュ・フロー (千円) △979,600 171,826

財務活動による 
キャッシュ・フロー (千円) △262,706 △ 1,664,864

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 (千円) 5,704,428 5,918,880

従業員数 （人） 751 746
 

(注)　売上高には、消費税等は含まれていない。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容に重要な

変更はない。 

　また、主要な関係会社についても異動はない。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況
　平成20年６月30日現在

従業員数(名) 751
 

(注) 従業員数は、当連結会社から当連結会社外への出向者を除き、当連結会社外から当連結会社へ

の出向者を含む就業人員である。

　

　

(2) 提出会社の状況
　平成20年６月30日現在

従業員数(名) 254
 

(注) 従業員は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員である。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】
(1) 生産実績

当第１四半期連結会計期間における生産実績を取扱製品部門別に示すと、次のとおりである。
　

取扱製品部門 生産高(千円)
普通線材製品 960,884
硬鋼線材製品 747,048
鋲螺製品 868,722
特殊加工品製品 3,286,656
建材製品 17,115
鋼索製品 598,604
亜鉛・着色鉄板製品 2,924
その他 76,725

合計 6,558,680
 

(注) １．取扱製品部門間取引については、相殺消去している。
２．上記の金額には、消費税等は含まれていない。

　
(2) 受注実績

当社グループ（当社及び当社の連結子会社）は原則として需要状況を勘案した見込生産を行っている。
　

(3) 販売実績
当第１四半期連結会計期間における販売実績を取扱製品部門別に示すと、次のとおりである。

　
取扱製品部門 販売高(千円)

普通線材製品 1,368,993
硬鋼線材製品 913,107
鋲螺製品 1,351,204
特殊加工品製品 3,976,862
建材製品 99,795
鋼索製品 875,004
亜鉛・着色鉄板製品 173,025
その他 185,669
賃貸事業 34,453

合計 8,978,117
 

(注) １．取扱製品部門間取引については、相殺消去している。
２．主な相手先別の販売実績及び総販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりである。

　
相手先 当第１四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％)
㈱メタルワン 536,276 6.0

 
３．上記の金額には、消費税等は含まれていない。
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当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われていない。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

（1）経営成績の分析

当第１四半期におけるわが国経済は、原材料価格及び原油の高騰に伴う物価上昇やサブプライム
ローン問題に端を発した米国経済の減速懸念、金融市場の信用収縮、さらには、為替動向や株式市
場の不安定さなどの影響による先行きの不透明感が増大し、景気は減速傾向を強めながら推移し
た。  
　鉄鋼二次製品業界においては、公共投資の抑制が続く中、年初来、原材料価格がかつて経験した
ことのないほど大幅値上げとなり、さらには、副原料及び一般副資材や流通経費が上昇するなど、
経営環境は依然として厳しい状況で推移した。  
　このような状況の中、当社グループは、第二次中期経営計画の初年度として、全社を挙げて計画
達成に向けて積極的な営業活動を展開した結果、当第１四半期の売上高は8,978百万円（前年同期比
7.9％増）となり、収益面においても、十分とはいかないまでも販売価格の上昇に努めたことと、グ
ループ全体での合理化施策を推進したことにより、営業利益は754百万円（同40.6％増）、経常利
益は953百万円（同30.5％増）となり、四半期純利益については、投資有価証券評価損などの特別
損失を計上したことと、前年同期に特別利益として計上した子会社の合併に伴う持分変動利益がな
くなったことにより363百万円（同△59.1％減）となった。  
 
 

（2）財政状態の分析
当第１四半期末の総資産は69,341百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,270百万円増加となっ
た。流動資産は28,642百万円となり、前連結会計年度末に比べ68百万円増加となった。これは主
に、受取手形及び売掛金、有価証券、棚卸資産などの増加が、現金及び預金の減少を上回ったこと
によるものである。固定資産は40,698百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,201百万円増加と
なった。これは主に、投資有価証券などの増加が、投資その他の資産のその他のうちの繰延税金資
産などの減少を上回ったことによるものである。　　  
　当第１四半期末の負債合計は25,565百万円となり、前連結会計年度末に比べ580百万円増加と
なった。流動負債は12,523百万円となり、前連結会計年度末に比べ438百万円増加となった。これ
は主に、支払手形及び買掛金、未払金などの増加が、未払法人税等などの減少を上回ったことによ
るものである。固定負債は13,042百万円となり、前連結会計年度末に比べ141百万円増加となっ
た。これは主に、繰延税金負債、その他のうちの商品スワップなどの増加によるものである。　　  
　当第１四半期末の純資産合計は43,775百万円となり、前連結会計年度末に比べ689百万円増加と
なった。これは主に、その他有価証券評価差額金が時価の上昇により増加したことによるものであ
る。この結果、自己資本比率は59.2％となった。 
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（3）キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は（以下「資金」という。）は、前連
結会計年度末に比べ214百万円（△3.6％）減少し、当第１四半期連結会計期間末は、5,704百万円
となった。 
 

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、1,027百万円となった。これは主に、税金等調整前四半期純利益
と減価償却費等によるものである。 
 

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、979百万円となった。これは主に、投資有価証券と有形固定資産
の取得等によるものである。 
 

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、262百万円となった。これは主に、配当金の支払等によるもので
ある。 
 

（4）事実上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループの対処すべき課題について重要な変更及び新
たに生じた課題はない。 
 

（5）研究開発活動

　当社グループを取り巻く市場環境は製品の競争激化の一途を辿り、製品開発、改良の必要性及び
コストダウンの要請は益々増大している。 
　これらに応え、市場の確保と開拓を進めるために技術開発課及びボルト製品開発課を設置して幅
広く研究開発活動を行っている。 
　なお、当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は、14百万円である。
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第３【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

前連結会計年度末に計画中であった、提出会社本社第二工場の生産設備の増設については、平成20年４

月に完了した。これに伴い、同工場における生産能力は170ｔ／月増加する見込である。

また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はない。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
　

種類 発行可能株式総数(株)
普通株式 117,243,000

計 117,243,000
 
　

② 【発行済株式】
　

種類
第１四半期会計期間 

末現在発行数(株) 
(平成20年６月30日)

提出日現在 
発行数(株) 

(平成20年８月12日)

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容

普通株式 52,055,478 51,755,478
東京証券取引所 
（市場第一部） 
大阪証券取引所 
（市場第一部）

－

計 52,055,478 51,755,478 － －
 
　

(2) 【新株予約権等の状況】
旧商法に基づき発行した新株予約権付社債は次のとおりである。

　
第１四半期会計期間末現在 

(平成20年６月30日)
新株予約権の数 105個
新株予約権のうち自己新株予約権の数 －
新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式
新株予約権の目的となる株式の数 1,232,401株
新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり　426円

新株予約権の行使期間 平成16年８月16日（スイス時間）～平成20年７月29日
の銀行営業終了時（スイス時間）

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の 
転換価格及び資本組入額

　　　　　　　　転換価格　　426円 
　　　　　　　　資本組入額　213円

新株予約権の行使の条件 一部行使はできないものとする。
新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡制限はない。
代用払込みに関する事項 －
組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －
新株予約権付社債の残高 525,000千円

 
　

(3) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項なし。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】
　

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式 
総数残高 

(株)
資本金増減額 

(千円)
資本金残高 

(千円)
資本準備金 

増減額 
(千円)

資本準備金 
残高 

(千円)
平成20年６月30日 － 52,055,478 － 10,720,068 － 10,888,032

 
　

(5) 【大株主の状況】

当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握していない。

　

(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きないので、直前の基準日である平成20年３月31日の株主名簿により記載している。

① 【発行済株式】
平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容
無議決権株式 － － －
議決権制限株式(自己株式等) － － －
議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) （自己保有株式） 
普通株式　 1,421,000 － －

完全議決権株式(その他) 普通株式　50,057,000 　　　　　　　 50,057 －
単元未満株式 普通株式　　 577,478 － －
発行済株式総数 52,055,478 － －
総株主の議決権 － 　　　　　　　 50,057 －

 
(注)　１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が 10,000 株（議決
権 
　　10 個）含まれている。
２．「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式 300 株及び当社保有の自己株式が 
　　633 株含まれている。

② 【自己株式等】
平成20年３月31日現在

所有者の氏名 
又は名称 所有者の住所

自己名義 
所有株式数 

(株)

他人名義 
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 

(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式） 
日亜鋼業㈱ 尼崎市中浜町19番地 1,421,000 － 1,421,000 2.73

計 ― 1,421,000 － 1,421,000 2.73
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】
　

月別 平成20年 
　４月

 
　５月

 
　６月

最高(円) 397 430 427
最低(円) 340 371 389

 
(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はない。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成20年４月

１日から平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人により四半期レ

ビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
（1）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年6月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年3月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,806,696 6,520,748

受取手形及び売掛金 11,949,841 11,716,988

有価証券 704,804 502,036

製品 6,902,186 6,830,103

原材料 1,887,128 1,776,484

仕掛品 597,002 624,942

貯蔵品 312,534 292,451

繰延税金資産 131,748 125,353

その他 364,005 215,933

貸倒引当金 △13,690 △30,840

流動資産合計 28,642,258 28,574,201

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ＊１ 6,436,284 ＊１ 6,497,093

機械装置及び運搬具（純額） ＊１ 4,268,652 ＊１ 4,314,947

土地 8,805,339 8,805,339

その他（純額） ＊１ 972,696 ＊１ 780,028

有形固定資産合計 20,482,972 20,397,408

無形固定資産   

のれん 789,592 842,231

その他 156,824 159,595

無形固定資産合計 946,416 1,001,827

投資その他の資産   

投資有価証券 16,875,286 15,434,711

長期貸付金 183,273 103,578

その他 2,247,045 2,596,670

貸倒引当金 △36,213 △37,397

投資その他の資産合計 19,269,391 18,097,563

固定資産合計 40,698,780 39,496,798

資産合計 69,341,039 68,071,000
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年6月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年3月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 7,223,922 6,972,650

短期借入金 1,000,000 1,000,000

1年内返済予定の長期借入金 1,400,000 1,400,000

1年内償還予定の新株予約権付社債 525,000 525,000

未払金 1,481,104 949,868

未払法人税等 195,494 447,123

賞与引当金 83,473 268,349

その他 614,108 521,227

流動負債合計 12,523,102 12,084,221

固定負債   

長期借入金 9,200,000 9,200,000

繰延税金負債 1,341,610 1,310,009

退職給付引当金 1,716,441 1,751,978

役員退職慰労引当金 169,904 162,044

その他 614,920 477,382

固定負債合計 13,042,877 12,901,413

負債合計 25,565,980 24,985,635

純資産の部   

株主資本   

資本金 10,720,068 10,720,068

資本剰余金 10,888,032 10,888,032

利益剰余金 19,655,197 19,549,320

自己株式 △605,304 △599,738

株主資本合計 40,657,994 40,557,683

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 921,490 308,121

繰延ヘッジ損益 △502,610 △406,530

評価・換算差額等合計 418,879 △98,409

少数株主持分 2,698,184 2,626,091

純資産合計 43,775,059 43,085,365

負債純資産合計 69,341,039 68,071,000
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（2）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】　

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年4月 1日
  至 平成20年6月30日)

売上高 8,978,117

売上原価 7,144,500

売上総利益 1,833,617

販売費及び一般管理費  

発送運賃 398,159

包装料 85,147

役員報酬 40,086

給料 217,248

賞与引当金繰入額 19,783

退職給付費用 10,561

役員退職慰労引当金繰入額 6,799

福利厚生費 48,637

賃借料 40,596

のれん償却額 52,639

雑費 159,058

販売費及び一般管理費合計 1,078,718

営業利益 754,899

営業外収益  

受取利息 81,503

受取配当金 83,464

有価証券売却益 47,097

賃貸収入 8,979

雑収入 25,453

営業外収益合計 246,497

営業外費用  

支払利息 40,297

支払手数料 2,904

雑支出 4,446

営業外費用合計 47,647

経常利益 953,748

特別損失  

投資有価証券評価損 324,380

固定資産売廃却損 28,879

その他 2,748

特別損失合計 356,009

税金等調整前四半期純利益 597,739

法人税、住民税及び事業税 169,068
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法人税等調整額 △6,439

法人税等合計 162,628

少数株主利益 72,093

四半期純利益 363,017
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（3）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年4月 1日
  至 平成20年6月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 597,739

減価償却費 416,771

のれん償却額 52,639

貸倒引当金の減少額 △18,334

賞与引当金の減少額 △184,876

役員退職慰労引当金の増加額 7,860

退職給付引当金の減少額 △35,536

受取利息及び受取配当金 △164,967

支払利息 40,297

有価証券売却益 △47,097

投資有価証券評価損 324,380

固定資産売廃却損 19,954

棚卸資産の増加額 △174,871

売上債権の増加額 △232,852

仕入債務の増加額 348,886

未払消費税等の増加額 37,966

その他 303,350

小計 1,291,312

利息及び配当金の受取額 166,797

利息の支払額 △33,791

法人税等の支払額 △396,463

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,027,854

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の預入による支出 △101,400

定期預金の払出による収入 601,000

有価証券の売却による収入 202,750

投資有価証券の取得による支出 △1,650,806

投資有価証券の売却による収入 604,992

有形固定資産の取得による支出 △546,441

無形固定資産の取得による支出 △10,000

貸付けによる支出 △80,000

貸付金の回収による収入 305

投資活動によるキャッシュ・フロー △979,600

財務活動によるキャッシュ・フロー  

自己株式の取得による支出 △22,542

自己株式の処分による収入 13,005

配当金の支払額 △253,169
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財務活動によるキャッシュ・フロー △262,706

現金及び現金同等物の減少額 △214,452

現金及び現金同等物の期首残高 5,918,880

現金及び現金同等物の四半期末残高 5,704,428
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

該当事項なし。

　

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】
　

当第１四半期連結会計期間 
(自　平成20年４月１日  
 至　平成20年６月30日)

１　会計方針の変更
①棚卸資産の評価に関する会計基準の適用 
　「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計
基準第９号）を当第１四半期連結会計期間から適用し、評価基準については、原価法から原価
法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更している。 
　この結果、従来の方法によった場合に比べて、売上総利益、営業利益、経常利益及び税金等
調整前四半期純利益が19,058千円それぞれ減少している。 
 
　　②リース取引に関する会計基準等の適用 
　「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成５年６月17日　最終改正平成
19年３月30日　企業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業
会計基準委員会　平成６年１月18日　最終改正平成19年３月30日　企業会計基準適用指針第
16号）が平成20年４月１日以降開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用する
ことができることになったことに伴い、当第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を
適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっている。また所有権移転外ファイ
ナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期間を耐用年数と
し、残存価額を零とする定額法を採用している。 
　なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用している。 
　これによる損益に与える影響はない。 
 

 
　

【簡便な会計処理】
　

当第１四半期連結会計期間 
(自　平成20年４月１日  
 至　平成20年６月30日)
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１　棚卸資産の評価方法
　当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年
度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっている。 
　また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売
却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっている。
２　固定資産の減価償却費の算定方法 
　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算
定する方法によっている。
３　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法
　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、
一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用し
た将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっている。
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【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)
　

当第１四半期連結会計期間 
(自　平成20年４月１日  
 至　平成20年６月30日)

１　税金費用の計算
　当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積
り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用している。

 
【追加情報】

当第１四半期連結会計期間 
(自　平成20年４月１日  
 至　平成20年６月30日)

（有形固定資産の耐用年数の変更）
　当社及び連結子会社の機械装置については、従来、耐用年数を７～15年としていたが、当第
１四半期連結会計期間より法人税法の改正を契機とし見直しを行い、６～10年に変更してい
る。 
　これにより、売上総利益が15,655千円減少し、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期
純利益がそれぞれ15,717千円減少している。

 
　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)
　

当第１四半期連結会計期間末 
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　28,943,423千円
　　　　

※１　有形固定資産の減価償却累計額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　28,854,501千円

 
　

(四半期連結損益計算書関係)

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

該当事項なし。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)
　

当第１四半期連結累計期間 
(自　平成20年４月１日  
 至　平成20年６月30日)
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１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸
借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 5,806,696千円
預入期間が３か月超の定期預金 △102,267千円

現金及び現金同等物 5,704,428千円
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計(累計)期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)
１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当第１四半期 
連結会計期間末

普通株式(株) 52,055,478
 
　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当第１四半期 
連結会計期間末

普通株式(株) 1,437,716
 
　

　

３　新株予約権等に関する事項

会社名 目的となる株式の種類 目的となる株式の数(株)
当第１四半期 

連結会計期間末残高 
(百万円)

提出会社 普通株式 1,232,401 －
連結子会社 － － －

合計 1,232,401 －
 
　
　

４　配当に関する事項
　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 
(千円)

１株当たり 
配当額(円) 基準日 効力発生日

平成20年６月26日 
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 253,169 ５ 平成20年３月31日 平成20年６月27日

 
　

　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配
当の効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項なし。
　

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項
　　　該当事項なし。
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(リース取引関係)

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

該当事項なし。

　

(有価証券関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成20年６月30日)

１　その他有価証券で時価のあるもの
　

区分 取得原価(千円) 四半期連結貸借対照表 
計上額(千円) 差額(千円)

①　株式 6,620,129 8,603,748 1,983,618
②　債券 7,416,369 6,963,671 △452,697
③　その他 986,823 1,025,290 38,467

計 15,023,322 16,592,710 1,569,388
 
　

(デリバティブ取引関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成20年６月30日)

該当事項なし。

なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、開示の対象から除いている。 
　また、組み込みデリバティブを区分して測定できない複合金融商品は、複合金融商品全体を時価評
価し、「有価証券関係　１　その他有価証券で時価のあるもの」に含めて記載している。

　

(ストック・オプション等関係)

　　当第１四半期連結会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

該当事項なし。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)
　全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める鉄鋼二次製品の製造・販売ならびにこれら
の付随業務事業の割合が、90％を超えるため、事業の種類別セグメント情報の記載は省略している。

　

　

【所在地別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)
　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はない。

　

　

【海外売上高】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)
　海外売上高は、連結売上高の10％未満のため記載は省略している。

　

(企業結合等関係)

　　　当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　該当事項なし。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額
　

当第１四半期連結会計期間末 
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

811.51円
 

799.06円
 

 
　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益
　

当第１四半期連結累計期間 
(自　平成20年４月１日  
 至　平成20年６月30日)

１株当たり四半期純利益 7.17円
潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 7.00円
 
 

(注)　　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のと
おりである。

　

項目
当第１四半期連結累計期間 

(自　平成20年４月１日  
 至　平成20年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額
　四半期純利益(千円) 363,017

　普通株主に帰属しない金額(千円) －

　普通株主に係る四半期純利益(千円) 363,017

　期中平均株式数(千株) 50,624

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額
　四半期純利益調整額(千円) －

　普通株式増加数(千株) 1,232

　（うち　新株予約権付社債） （1,232）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益の算定に含まれなかった潜在株式について前連
結会計年度末から重要な変動がある場合の概要

－

 
　

(重要な後発事象)

該当事項なし。

　

-24-



２【その他】

該当事項なし。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

 平成20年8月11日    

　　日　亜　鋼　業　株　式　会　社  

　　取　締　役　会　御中 

 あ ず さ 監 査 法 人 

　

指定社員 
業務執行社員 公認会計士　　脇　田　勝　裕　　印 

　

指定社員 

業務執行社員
公認会計士　　桑　本　義　孝　　印

 

 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日

亜鋼業株式会社の平成20年4月1日から平成21年3月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期

間（平成20年4月1日から平成20年6月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結

貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビュー

を行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等

に対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国におい

て一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定され

た手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に

公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日亜鋼業株式会社及び連結子会社の

平成20年6月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。
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会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四
半期報告書提出会社)が別途保管している。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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